
スポーツ・コンベンションセンター整備に係る
財源と毎年度負担額（イメージ）
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県有施設整備積立基金
（100億円）
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総額（313億円/15年) 210億円 100億円 3億円

毎年度の負担額（20.7億円/年） 14億円/年 6.7億円/年 －

県有施設整備積立基金
（150億円）

一般財源 基金 国庫

一般財源 基金 国庫 備考
〈金利等のコスト削減策〉
・施設整備期間中に，施設
整備費の一部（100億円）を
前倒しで支払い
・施設整備に係る消費税相
当額（41億円）を供用開始
時に一括で支払い毎年度の負担額（22.6億円/年） 20.7億円/年 1.9億円/年 －

総額（484億円) 311億円 170億円 3億円

整備費の前倒し支払い等を行った
後の総額（343億円/15年) 311億円 29億円 3億円

総額（488億円/30年) 300億円 170億円 18億円

毎年度の負担額（15.7-α億円/年） 10-α億円/年 5.7億円/年 －

一般財源 基金 国庫
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+α
県有施設整備積立基金

（150億円）

毎年度の一般財源の負担額: 約14億円/年 ⇒ 約10-α億円/年

県体育館等

敷地売却益

（20億円）

学校施設環境

改善交付金

（３億円）

新しい地方経済

・生活環境創生

交付金（15億円）

学校施設環境

改善交付金

（３億円）

＜新たな財源の検討結果＞合計：約70億円

○県体育館，武道館敷地売却益：約20億円

○県有施設整備積立基金：＋約50億円(約100億→150億)

○３１３億円（ＰＦＩ方式）

○４８８億円（従来型手法）

210億円 100億円

300億円 170億円 18億円

県体育館等

敷地売却益

（20億円）

○４８４億円（ＰＦＩ方式）

311億円 170億円

＜新たな財源の検討結果＞合計：約85億円＋α

○新しい地方経済・生活環境創生交付金：約15億円

○県体育館，武道館敷地売却益：約20億円

○県有施設整備積立基金：＋約50億円(約100億→150億)

○有利な地方債の検討：＋α

学校施設環境

改善交付金

（３億円）


